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 そもそもなぜ IR なのか？ IR 推進法案の背景として、カジノ導入が議論されてきた経










 IR の議論が盛んになったのは、アベノミクスの第 3 の矢として登場したからである。ア
ベノミクスの 3 本の矢は、第 1 の矢が大胆な金融政策、第 2 の矢が積極的な財政政策、第
3の矢が民間投資を喚起する成長戦略であり、IR推進法案は第3の矢に位置することから、
成長戦略の一翼を担うものである。 
 シンガポールが単なるカジノではなく IR を導入した成功例を見た安倍政権は IR 推進法
案に本腰を入れ、2013 年（平成 25 年）12 月、自由民主党、日本維新の会、生活の党の 3

























 実際には、IR 実現は 2 段ロケットとなっており、IR 推進法案は理念・原則を提示し、国
民的な議論と合意形成の土台を作るための第 1 段ロケットであり、実施のための法案は IR




 IR 推進法案は、全 3 章 22 条からなる法案である。第 1 章総則、第 2 章特定複合観光施
設区域の推進に関し基本となる事項、第 3 章特定複合観光施設区域整備推進本部となって
おり、第 1 章と第 2 章で基本的な性格を示し、第 3 章は IR 実施法に制定に向けて内閣に推
進本部を置き、検討することを述べている。 
 各条項を読みくだし、キーワードを抽出し、IR 推進法案が期待する経済インパクトを整








 ペティ・クラークの法則は、産業を自然から恵みを受ける第 1 次産業、製造業をイメー
－ 4 － 
ジした第 2 次産業、そしてその他産業としての第 3 次産業と区分した場合、経済発展につ
れて、就業人口比率や各産業別の付加価値シェアが第 1 次産業から、第 2 次、第 3 次へと
移動していく法則を言う。実際、多くの国々おいて、この法則はほぼあてはまり、特に雇
用において顕著である。大掴みに日本の雇用をみると、1950 年の第 1 次産業就業者数は 50
パーセント、第 2 次産業は 20 パーセント、第 3 次産業が 30 パーセントであったものが、
2005 年で第 1 次が 5 パーセント、第 2 次が 25 パーセント、第 3 次が 70 パーセントとなっ
ている。第 3 次産業の多くはサービス産業とみなすことができ、観光産業も含まれること
になるから、雇用の吸収先として重要である。 
















































認識の上にたった選択肢として IR があった。 
 観光立国は、小泉政権において基本法が作成された。7 政府は、観光立国の実現に向けて、
2003 年 1 月 小泉純一郎総理（当時）が｢観光立国懇談会｣を主宰、4 月ビジット・ジャパン
事業開始、2006 年 12 月観光立国推進基本法が成立、そして平成 25 年 6 月「日本再興戦略
-JAPAN is BACK-」を閣議決定した。この動きの中で、観光庁が生まれ、様々な取り組み
－ 6 － 
がなされている。観光庁が発表している国民経済計算に付随する観光サテライトアカウン
トによる観光 GDP をみると、スペイン（2007）10.7 パーセント、観光産業の雇用シェア（2005）
は 12.0 パーセントで第 1 位、米国観光 GDP は（2007）2.7 パーセント、雇用シェア（2003）
4.2 パーセント、日本の観光 GDP は（2008）1.9 パーセント、雇用者シェア（2008）2.9 パー
セントで観光GDPおよび雇用シェアでも非常に低位にある。平成 21年度国内観光支出 22.1
兆円の生産波及効果は 48 兆円、付加価値誘発効果対名目 GDP で 5.2 パーセント、雇用誘
発効果は 406 万人で対全国就業者数の 6.2 パーセント、税収効果が４兆円で対国税・地方





















に積極的であり、内閣府の Invest Japan においては直接投資を呼び込むために「世界で一番
ビジネスがしやすい国」の実現をうたっている。11 





的雇用増、そして IR 始業にあたっての支出などの初期経済インパクトと、IR が完成した
後のオペレーションにおける経済インパクトに大別できる。 













その結果、カジノの経済インパクト効果は直接間接波及効果を含めて 1250 億ドルで GDP
の 1 パーセント弱、そして 82 万人の雇用を創出した。経済効果の 3 分の 2 はゲーミング収
入、残りが飲食・ホテル収入であった。カジノのゲーミング部門のみでは、直接効果は 497
億ドルで雇用は 35 万人、平均給与は他のリクリエーション部門や小売り部門より高い。直
接間接効果の 3 分の 2 は域内であるが、残りは他の地域への波及効果である。税収をみる
と、カジノ産業は 160 億ドルの税金を支払い、実効税率は 32 パーセントと通常企業の 27
パーセント以上の税を負担している。さらに間接・波及効果を含めると 250 億ドルの税を

































－ 9 － 
表１ 平成 17 年度地域間産業連関分析によるインパクトの単純推計 
生産誘発（建設=100） 
自地域 他地域 合計 
北海道 147.7 43.6 191.3
関東 162.1 30.3 192.4
近畿 148.8 43.5 192.3
九州 140.8 28.8 169.6
沖縄 148.2 50.9 199.1
 
付加価値誘発（建設=100） 
自地域 他地域 合計 付加価値・生産比率 
北海道 71.3 19.0 90.2 47.2 
関東 76.8 12.9 89.8 46.6 
近畿 70.7 19.3 90.0 46.8 
九州 79.1 14.2 93.3 55.0 
沖縄 68.7 22.2 91.0 45.7 
 
生産誘発（対個人サービス=100） 
自地域 他地域 合計 
北海道 140.1 29.6 169.7
関東 151.7 17.5 169.1
近畿 138.8 29.7 168.5
九州 140.8 28.8 169.6
沖縄 143.4 35.9 179.3
 
付加価値誘発（対個人サービス=100） 
自地域 他地域 合計 付加価値・生産比率 
北海道 84.7 8.3 93.0 54.8 
関東 84.7 8.3 93.0 55.0 
近畿 78.7 14.4 93.1 55.3 
九州 79.1 14.2 93.3 55.0 
沖縄 76.4 17.2 93.6 52.2 
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企業がまとめて提供しようと経済インパクトが同様では IR の本質が見えてこない。 
 別の角度からみると、IR の存在理由として、範囲の経済、規模の経済、交差補填（Cross 
Subsidization）を考えることができる。2013 年のマリーナ・ベイ・サンズ（シンガポール）
の売上総額は 29.7 億ドル、カジノは 23.6 億ドル、一方で面積は全体で 57 万平方メートル、











































































Chang, Lai & Wang (2010) のモデルがある。このモデルは、寡占市場において競争するカジ
ノを考え、カジノによる外部効果として 3 点を考慮する、カジノが存在することによる間














 カジノ産業あるいは賭博（ギャンブル・ゲーミング）の経済学を取り扱った Walker (2013) 
の著作が現時点で最新かつ包括的であろう。18 この著作は基本的に中立的にギャンブルを
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チスロを加えたものを広義の賭博市場とみなす。各年のレジャー白書により、余暇市場の




をみると、余暇市場は約 24 パーセント縮小し、そのうち娯楽は約 16 パーセント縮小に寄
与している。娯楽市場の内訳を同期間でみると、約 16 パーセントの縮小のうち、賭博市場





 このような状況で IR を導入できるかどうかは、国民が IR そしてカジノをどのように見
ているかが問題となり、パブリック・アクセプタンス、国民の受容度あるいは容認度が問
題となる。例えば、日本経済新聞社のアンケート調査（2014／08／02）では、「カジノ解禁













月に発表したものであり、男性が 438 万人で女性が 98 万人で、海外の同様な調査では、2
パーセントを超えるものは少なく日本の 4.8 パーセントという高さは際だって大きい。し

























 すでにカジノが導入されている隣国韓国では 242 万人のギャンブル依存症患者を抱える
までになっている。韓国国内 17 か所のカジノ場のうち唯一韓国人が入場できる江原ランド
カジノは客のほぼ全員が韓国人で占められ、ソウルから 200km 以上離れているにも関わら
ず、入場者は年間 300 万人を超す。カジノ場の周囲には消費者金融や ATM、質屋などが並
ぶ。韓国政府も年間入場回数を制限するなど生活破綻の防止や環境整備に本腰を入れてい
る状況にある。こうした事実からは、韓国ではギャンブル依存の強い生活者が中心顧客層







 そこで、本稿における定量分析として、大阪商業大学 JGSS 研究センターが継続調査を
行っているアンケート・データのうち日本版 General Social Surveys JGSS-2008（以降、本
データと略す）を用いて日本人のカジノに対する評価構造について分析を試みる。25 
 本データは、2008 年に 8000 人を対象に行われたアンケート・データで、個人・世帯属
性、居住・生活環境、生活感などのデータからなる。提供されている有効回答 4220 件のう
ちカジノやギャンブルにかかわる項目および個人属性を抽出し、その因果関係を分析した。 






1 男 1986 










1 よくする 495 84 506 917 324 56 177 117 
2 時々する 1373 594 1546 1335 469 123 947 344 
3 あまりしない 1401 1458 1118 935 694 406 931 301 
4 まったくしない／ 
  知らない 
924 2050 1018 993 2673 3599 2137 3433 
9 無回答 27 34 32 40 60 36 28 25 
  
－ 17 － 
表４ 幸福度（EASS 尺度） 
1 非常に幸せ 381 
2    ↑ 912 
3    ｜ 681 
4    ↓ 161 
5 非常に不幸せ 16 
9 無回答 9 
 
表５ 世帯年収のレベル 
1 平均よりかなり少ない 430 
2 平均より少ない 1294 
3 ほぼ平均 1901 
4 平均より多い 494 
5 平均よりかなり多い 53 
9 無回答 48 
 
表６ カジノ合法化の賛否 
1 日本でのカジノの合法化には反対 509 
2 特定の場所に限定するならば、合法化に賛成 535 
3 日本でのカジノの合法化には賛成 115 
4 賛成とも反対とも決められない 389 
5 カジノについて、よく知らない 599 
9 無回答 13 
 
表７ 日本にカジノができたら行くか 
1 行ってみたい 354 
2 行こうと思わない 1291 
3 わからない 512 
9 無回答 3 
－ 18 － 
 これらのデータから、試行錯誤の上、図 1 のようなモデルを作成した。このモデルをも
とに議論をする。なお、無回答および非対象のデータは削除した関係で、サンプルサイズ
は 1522 となった。 
 
 
各枝の数値は標準化係数である。モデルのあてはまりを示す GFI は 0.875 と若干低めであった。なお、






























































項目   全体 男性 女性 
活動的娯楽 → カジノ容認 -0.013 -0.002 -0.034  
射幸的娯楽 → カジノ容認 0.705 0.705 0.702  
幸福感 → カジノ容認 0.064 0.045 0.110  
世帯年収レベル → カジノ容認 0.048 0.063 0.027  
射幸的娯楽 → 将棋・囲碁 0.182 0.004 0.283  
射幸的娯楽 → 宝くじ 0.348 0.318 0.281  
射幸的娯楽 → パチンコ・パチスロ 0.639 0.636 0.779  
活動的娯楽 → ドライブ 0.341 0.340 0.353  
活動的娯楽 → カラオケ 0.415 0.436 0.393  
活動的娯楽 → 映画鑑賞 0.665 0.665 0.656  
活動的娯楽 → 音楽鑑賞 0.674 0.653 0.722  
活動的娯楽 → テレビゲーム 0.406 0.408 0.420  
カジノ容認 → カジノ賛否 0.182 0.039 0.257  








 なお、本分析は 2008 年の調査データのみを利用したが、継時的な変化についても分析を















クトと IR プロジェクトとの差分がネットの経済インパクトとして重要となる。 
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観光産業の低迷、都市再生の必要性、IR という新たな概念という 3 点を理由に、リー･シェンロン内
閣はギャンブルという要素だけを理由に IR 法案を却下することはできない」と判断し、同国のカジ
ノ合法化に向けた検討を進めた。シンガポールのリー首相は、2010 年 4 月 18 日閣議において、シン
ガポールが国家の国際競争力を維持するためには観光資源の発展が必要であり、その際に単なるカ
ジノではなく IR を導入する必要性を問うた。IR とは多くのアメニティー（歓楽施設）を含む概念で
あり、IR の顧客の多くはカジノにおけるゲーミング・ギャンブルではなく、様々なアメニティ－を
楽しむために来訪する。カジノは重要な部分であり、IR の維持を可能にする基幹サービスとして位
置づけられている。例えば、Marina Bay Sands では、カジノ、ホテル、レストラン、ショッピング、
ポスターや映画によく登場する Skypark スイミングプール、劇場、美術館、MICE（複合コンベンショ
ン施設）、結婚式場、パーティー会場などがある。Resorts World Sentosa では、同様な施設の他にユニ
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8 平均宿泊数・宿泊観光旅行回数は平成 15 年度 2.81 日・1.70 回から平成 21 年度 2.56 日・1.58 回と
減少傾向である。外国人の動向としては、一泊当たり金額は外国人平均（104263 円）、トップは中国
（13680 円）で外国人支出金額の 20.1 パーセントをしめる。平均宿泊数は外国人平均が 6.6 日、アジ
アはほぼ１週間以内で中国（6.6 日）、韓国（4.5 日）、欧米人はドイツ（18.8 日）、米国（12.8 日）と
長い傾向がある。最近の訪日外国人と支出は、円安等により大きく増加しているのも事実である。
http://www.mlit.go.jp/kankocho/kankotoukei_gaiyou.html （2014/11/22 アクセス） 
9  2014 年米旅行雑誌 Travel+Leisure が行った読者サーベイで世界一になった。 http://www. 
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るように「MICE 開催による経済波及効果測定のための簡易測定モデル」を配布している。この簡易
測定モデルは平成 21 年度に開発した「国際会議の経済波及効果簡易測定モデル」がベースとなって
おり、全国ベースの産業連関表を用い、間接 2 次波及効果、雇用効果の算出までを対象としている。 
 MICE は Meeting Incentive Convention Exhibition & Event から構成される それぞれの MICE によっ
て開催形態が異なるため、各 MICE の特性、併催の可能性などを考慮して、簡易測定モデルは 3 タ
イプ、①ミーティング・インセンティブモデル、②国際会議・見本市・展示会モデル、③イベント
モデルを取り扱うことができる。 
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http://www.americangaming.org/sites/default/files/uploads/docs/final_final_brattle_study_2-3-12.pdf 
（2014/11/22 アクセス） 












 産業連関分析は、IMPLAN® Model of the Minnesota IMPLAN Group を利用している。IMPLAN® 
（IMpact analysis for PLANing）はミネソタ大学の研究から発展したもので、経済を 440 部門の産業連
関表（社会会計マトリックス）で、地域経済における産業別インパクト乗数効果を計測することが
でき、生産、雇用、税収に与える影響を計測できる。 
http://implan.com/ （2015/02/10 アクセス） 
15 http://www.meti.go.jp/statistics/tyo/tiikiio/result/result_02.html （2015/02/10 アクセス） 
16 週刊ダイヤモンド、2014 年 4 月 26 日号、93 ページ。 
17 複数のサービスを生産する企業の主体均衡を考える。第 1 に規模の経済性を考えるためには単一
財生産の平均費用概念を拡張した Ray 平均費用（RAC）を考える。ある生産量のセットを基本とし
て、その生産量セットの構成比を固定した上で各要素を k 倍することを考える。RAC はｋ倍した生












18 賭博産業の経済学あるいはカジノ産業分析が認知されたのは、Eadington (1999) からと言っても過
言ではなかろう。以前にも消費者のリスク選好などを議論する際にギャンブルを考えることはあっ
たが、カジノ産業が日の目をみたのはこの論文が発表されてからである。主流派経済学による分析
書である Walker (2013) が出版されたり、論文ジャーナルも複数発刊されたりしている。The Journal of 
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第 186 条 
常習として賭博をした者は、3 年以下の懲役に処する。 
賭博場を開張し、又は博徒を結合して利益を図った者は、3 月以上 5 年以下の懲役に処する。 
（富くじ発売等） 
第 187 条 
富くじを発売した者は、2 年以下の懲役又は 150 万円以下の罰金に処する。 
富くじ発売の取次ぎをした者は、1 年以下の懲役又は 100 万円以下の罰金に処する。 

























22 http://www.nikkei.com/news/survey/vote/result/?uah=DF010820149503 （2015/02/10 アクセス） 
23 http://www.asahi.com/articles/ASGB53SYLGB5UZPS003.html （2015/02/10 アクセス） 
24 謝辞 大阪商業大学 JGSS 研究センターより分析に利用したアンケート・データについて提供いた
だいた．この場を借りて御礼申し上げます． 
25 日本版 General Social Surveys（JGSS）は、大阪商業大学 JGSS 研究センター（文部科学大臣認定日
本版総合的社会調査共同研究拠点）が、東京大学社会科学研究所の協力を受けて実施している研究
プロジェクトである。 
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An Economic Inquiry to the Draft Bill for Integrated Resort Promotion 
What Should be Analyzed? 
 
Mamoru Obayashi, Professor, School of Commerce, Senshu University 
Takashi Namatame, Professor, Faculty of Science and Engineering, Chuo University 
 
Abstract 
This paper is a preliminary study to investigate economic impacts of Integrated Resort (IR 
here after) planned by the draft Bill for IR Promotion in Japan.  The Abe administration 
introduced the idea of IR in the way adopted in 2010 by Singapore as a growth engine for Japanese 
economic growth. The media and public’s reactions were diverse, some recognizing the economic 
benefits, but many reacting in fear and in loud opposition, fueled by perceived negative impacts on 
society that legalization of casinos, a component of IR, could bring. This has worked to muffle an 
opportunity so far for a strong and lucid discussion on IR’s economic benefits.  
It is important to have clarity first on the real potential of IR as an economic growth engine 
for Japan. We need to assess the impact of an IR in this country and whether it could in fact bring to 
its next level Japan’s tourism industry, making it both vibrant and sustainable to benefit the 
Japanese people. To do this, IR must prove to show productivity growth playing a strong and 
substantive role in supporting the service industry.  Research to date however has been difficult, 
indicating challenges in measuring volume and price of service and, suggesting needs for further 
investigation.  
There are several methods to obtain figures on economic impact of IR. This paper offers 
only a rough estimation of initial and operating impacts of IR using the multi-region Input-Output 
table.  This results in an assessment that the Kinki region -- area around Osaka -- is the most 
promising region for IR in Japan.  Regions such as Kanto and Kyushu follow closely. 
IR is a multi-service producer with properties that include economies of scope, economies 
of scale, and cross subsidization. It is under these properties that we need to evaluate whether the 
casino component of IR is crucial to IR. If at that point an IR with casino as part is assessed to be a 
strong growth engine for Japan, it is then that we need to consider how Japan can address its 
potential negative factors, one of which so often raised in discussions today is problem gaming.  
－ 28 － 
Problem gaming exists in Japan today, casino or not, but it is it is surprising that this area remains 
ill defined and statistics not sufficiently comprehensive.  Further research on this subject also is 
necessary.  
Public acceptance is critical for the draft IR Promotion Bill to pass.  In this paper, we also 
offer an experimental econometric analysis to facilitate prospective designing of desired 
questionnaires which in turn will generate results for further econometric analysis. 
